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【目的】保育所・幼稚園（以下，園）における自閉
症児支援のための地域における発見・相談・療育・
治療機関との連携，関連する園の職員体制，自閉症
児の問題行動，児の障害に対する保護者意識の実態
を明らかにするとともに，それらが連携状況に及ぼ
す影響を構造的に検討することを目的とした．

【方法】研究対象は，平成19年に調査した山口県内
の保育所・幼稚園のうち，自閉症児を受入れている
143園である．解析は構造方程式モデルを用い，「園
における職員間の協力体制」「自閉症児の問題行動」

「児の障害に対する保護者の認識」の三つの潜在変
数と，「障害の発見・相談機関との連携度」「障害の
療育・治療機関との連携度」の二つの潜在変数の関
連性を検討した．

【結果】モデルの適合度はχ2=156.49，df=112，
CFI=0.913，RMSEA=0.049となった．「職員間の協
力体制」は，「発見・相談機関との連携度」「療育・
治療機関との連携度」のどちらにも有意に（p=0.014，
p=0.020）関連していた．園における職員間の協力
体制は，他機関との連携を促進する条件になること
が示された．「自閉症児の問題行動」は，「発見・相
談機関との連携度」と有意に（p<0.001）関連して

いた．自閉症児の問題行動のような明確な対応課題
がある場合，発見・相談機関との連携が行われてい
ることが示された．「障害に対する保護者の認識」
は，「発見・相談機関との連携度」「療育・治療機関
との連携度」のどちらとも有意な関連はみられなか
った．

【結論】保育所・幼稚園における自閉症児支援のた
めに，地域における発見・相談・治療・療育機関と
の連携を進めるには，園での職員間の協力体制を充
実することが必要である．

緒　　　言

自閉症児に関する近年の報告では，障害の早期発
見とともに早期療育の重要性が指摘されており１−６），
早期に適切なアプローチを行うことが，後年のより
良い社会適応につながるとされる７，８）．わが国では，
自閉症などの発達障害を早期発見するための社会シ
ステムとして，１歳６ヵ月健診や３歳児健診がある．
近年では１歳６ヵ月健診の充実にともない，自閉症
の早期のスクリーニングが可能となってきた９）．

自閉症を指摘された児は，その後より専門的な機
関において診断や療育を受ける．しかし，社会性の
発達障害を主症状とする自閉症は幼児期という成長
発達過程の途中においては明確な診断に至らない場
合も多い．そのため，保育所や幼稚園（以下，両者
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を合わせて「園」と表記）に就園後，園の職員から
「気になる子」として自閉症の疑いが指摘される場
合がある．

多くの園では統合保育・教育を実施しており，健
常児のなかで障害児の保育や教育を行っている現状が
ある．そこには，自閉症として診断され，あるいは疑
いを持たれながら，地域の保育所・幼稚園に通園して
いる児もいる．しかし，園での保育・教育の実施にお
いて，自閉症特有の認知や社会性の障害からくる集団
保育・教育の困難や専門的知識・技術の不足による対
応困難などの課題が指摘されている10，11）．

そのため，園が単独で自閉症児の保育や教育を行
うことには限界があり，障害児の発見や診断の機関
である市町村保健センターや医療機関，障害児の療
育や相談を専門に行う療育機関などと，多くの場面
での連携が必要になると考えられる．しかし，園と
それらの専門機関との連携が十分に行われていると
はいえず，特に医療機関との連携は少ないという現
状がある12）．

専門機関との連携を進めるためには，連携に影響
する要因の検討が必要である．園はどういう状況に
おいて専門機関と連携を図ろうとしているのだろう
か．保育所や幼稚園における専門機関との連携に対
する影響要因について検討した文献はみられない．
そこで今回，保育所や幼稚園における専門機関との
連携の実態を明らかにするとともに，自閉症児に必
要な社会的支援システムのあり方を考えるために，
連携への影響要因を検討した．本研究で取り上げる
連携とは，保育所・幼稚園が地域の専門機関とどの
ように連絡・協力しているかに焦点をあてたもので
ある．

研 究 方 法

１．研究仮説
研究を進めるにあたり，研究仮説を図１のように

設定した．
専門機関との連携を促進する要因として，日常的

に関係が形成されていることが重要であると指摘さ
れている13）．良い関係が形成されている場合，連
絡・調整を円滑に図ることができる．そのためには
園における職員間の連絡・調整などを基本にした協
力体制が必要な要素と考えた．すなわち，園の職員

の連絡・調整を図る能力の大きさと経験は職員間の
みならず，専門機関との連携を促進させるものと考
えた．このことから，専門機関との連携に影響する
要因として園における職員間の協力体制に注目し
た．

また，専門機関との連携が進むには連携を必要と
する課題の存在がある14）．自閉症児への対応として，
園児に「気になる」問題行動がある場合，園はより
専門的な機関への相談や情報提供を必要とすると考
えられる．そこで，自閉症児の問題行動が専門機関
との連携に影響すると考えた．

次に，保護者がその子どもの障害を客観的に認め
ているか否かが他機関との連携に影響すると考え
た．子どもが障害を持つことを保護者が納得できて
いない場合，治療への反発や拒絶がみられること15）

が指摘されており，子どもの障害に対する保護者の
意識が専門機関との連携に影響を与えると考えた．

以上から，専門機関との連携に影響を与える要因
として「職員間協力体制」「自閉症児問題行動」「保
護者障害認識」の３つを設定した．

２．研究対象
山口県内の全ての保育所・幼稚園に対して，平成

18年度の１年間の状況を把握する目的で，郵送法に
よる質問紙調査を平成19年２月に行った．山口県内
全域の保育所315園，幼稚園190園，計505園を調査
対象とした．回答者は園の代表者または保育・教育
の責任者とし，１園に対し回答は１通とした．
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図１　仮説モデル
研究仮説について示した．



回答数（率）は，保育所175園（55.5％），幼稚園
119園（62.6％），全体で294園（58.2％）であった．
そのうち，有効回答数（率）は，保育所171園

（54.3％），幼稚園119園（62.6％），全体で290園
（57.4％）であった．

このうち，平成18年度に自閉症児が在籍している
園は143園（49.3％）であった．本研究ではこの143
園（保育所78園，幼稚園65園）を分析の対象とした．

３．調査項目
調査対象園の属性に関しては，施設種類，自閉症

児在籍有無（診断名（DSM−Ⅳ分類）のついた児
及び経過観察中の児を含む）について尋ねた．

研究仮説に基づき，３つの影響要因について調査
した．職員間の協力体制として，「全職員がかかわ
る（全職員体制）」「情報共有の機会がある（情報共
有体制）」「助言・指導の体制がある（助言・指導体
制）」の３項目に対して，「そのとおり：４」「どち
らかといえばそのとおり：３」「どちらかといえば
そうではない：２」「そうではない：１」の４件法
で尋ねた．

選択肢を４件法にした理由は，「どちらでもない」
との中央選択肢を設けると，それを選択する回答者
が多くなる傾向が一般にあり，これを避けるためで
ある16，17）．以下の４件法の質問項目も同様の理由で
ある．

児の問題行動として，「落ち着かない」「パニック」
「他児とのトラブル」「エスケープ」「自傷」「他傷」
を挙げ，「よくある：４」「時々ある：３」「あまり
ない：２」「ない：１」の４件法で尋ねた．

保護者の障害認識に関連する項目として，「保護
者の障害の不認知（障害不認知）」「保護者と園の意
向の一致の困難（意向一致困難）」「保護者からの情
報把握の困難（情報把握困難）」を挙げ，「そのとお
り：４」「どちらかといえばそのとおり：３」「どち
らかといえばそうではない：２」「そうではない：
１」の４件法で尋ねた．

専門機関との連携に関しては，発見・相談に関す
る機関として「児童相談所」「市町村保健センター」

「園医」の３機関，療育・治療に関する機関として
「療育機関」「発達障害支援センター」「主治医」の
３機関との連携の程度と効果を尋ねた．

連携の程度として「定期的によくある：４」「必

要時にある：３」「あまりない：２」「ない：１」の
４件法で尋ねた．

連携の効果として「プラスになっている：５」
「どちらかといえばプラスになっている：４」「あま
りなっていない：３」「全くなっていない：２」「連
携なし：１」の５件法で尋ねた．

連携の効果について５件法を採用した理由は，連
携の効果がある場合の選択肢を４とし，これに「連
携なし」の選択肢を設けたためである．

分析には連携の程度と連携の効果の回答を個別の
機関ごとに掛け合わせ得点化したスコアを用いた．

４．解析方法
SPSS 15.0とAMOS 7.0 for windows 統計パッケ

ージを用い，構造方程式モデルによる解析を行った．
構造方程式モデルの理論に基づいて，連携に影響

する要因に関して，直接測定不可能な「職員間協力
体制」「自閉症児問題行動」「保護者障害認識」の３
つの潜在変数を挙げた．同様に専門機関との連携に
関しては，専門機関を発見・相談機関と療育・治療
機関の２つに分け，「発見・相談機関連携度」「療
育・治療機関連携度」の２つの潜在変数を挙げた．

それぞれの潜在変数に対する観測変数として，
「職員間協力体制」には，「全職員体制」「情報共有
体制」「助言・指導体制」を採用した．「自閉症児問
題行動」には，自閉症児の状況に関する６調査項目
を用い因子モデルの適合度を検討した上で，適合度
の良かった「落ち着かない」「パニック」「自傷」

「他傷」を採用した．「保護者障害認識」には，「障
害不認知」「意向一致困難」「情報把握困難」を採用
した．

「発見・相談機関連携度」「療育・治療機関連携
度」に対しては，前述の個別の機関ごとに得点化し
た連携の程度と効果の積を観測変数として当てはめ
た．対象とした機関は，発見・相談機関として「児
童相談所」「市町村保健センター」「園医」，療育・
治療機関として「療育機関」「発達障害支援センタ
ー」「主治医」である．

分析は，自閉症児が在籍している保育所78園，幼
稚園65園の143園を対象とし，保育所：１，幼稚
園：０を制御変数として投入し，両者の特徴を検討
するモデルを検討した．図２に解析前の構造方程式
モデルを示す．
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５．倫理的配慮
調査は，「山口大学臨床研究等審査委員会」の承

認（H18−89）を得て行った．また，事前に「山口
県保育協会」「山口県私立幼稚園協会」に調査票を
送付し，調査の同意を得た．

結　　　果

１．職員間協力体制，自閉症児の問題行動，保護者
の障害認識の状況

表１に自閉症児への対応における職員間の協力体
制の状況を示した．「全職員がかかわる」「情報共有
の機会がある」「助言・指導体制がある」のいずれも

「そのとおり」「どちらかといえばそのとおり」とす
る協力体制があるとの回答が90％程度にみられた．

表２に当該園における自閉症児の問題行動の頻度
を示した．「落ち着かない」「パニック」に関しては，

「よくある」「時々ある」との回答が70％近くあった
が，自傷，他傷については10〜20％程度であった．

表３に保護者の障害に対する認識の状況やそれに
よる園との関係への影響について示した．保護者が
児の障害の存在を認めていない割合に関しては，

「どちらかといえばそうではない」「そうではない」

との否定的な回答が60％程度あった．すなわち，保
護者が児の障害の存在を認めないと捉えている園よ
りも，障害の存在を認めていると捉えている園の方
が多かった．

保護者と園との関係の困難さに関して，「保護者
と園の意向を一致させることに困難がある」，園が

「保護者から児の障害に関する情報を把握すること
に困難がある」についても，「どちらかといえばそ
うではない」「そうではない」と回答した割合が70
〜80％あった．すなわち，保護者との関係は比較的
良好であると捉えている園の方が多かった
．
２．専門機関との連携の状況

表４に地域の専門機関との連携の程度を示した．
「市町村保健センター」や「療育機関」と定期的ま
たは必要時に連携していると回答した園が半数以上
あった．しかし，その他の機関に対しては連携が

「あまりない」や「ない」と回答した園の方が多か
った．

表５に専門機関との連携による効果の評価につい
て示した．専門機関と連携している園においては，
連携が「プラスになっている」，「どちらかといえば
プラスになっている」と回答した園が多かった．
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図２　職員間協力体制，自閉症児問題行動，保護者意識が連携に及ぼす影響に関する仮説モデル
構造方程式モデルを用いて，仮設を検証するためのモデルである．
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表１　自閉症児への対応のための職員間協力体制

保育所・幼稚園における自閉症児への対応のための職員間の協力体制の実態を集計した．

表３　保護者の障害認識と園との関係

自閉症児の保護者の認識を示した．保護者の児の障害の認知状況，自閉症児の保育に関する園と保護者の意向の一致状況，
保護者からの情報把握の状況の実態を集計した．

表２　自閉症児の問題行動

自閉症児の問題行動の実態を集計した．
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表４　専門機関との連携の程度

保育所・幼稚園が専門機関とどの程度連携しているかの実態を集計した．

表５　専門機関との連携の効果

保育所・幼稚園が専門機関との連携の効果をどの程度認識しているかの実態を集計した．



３．構造方程式モデルによる解析結果
園と地域の専門機関との連携の程度と効果に影響

を及ぼす要因として設定した「職員間協力体制」
「自閉症児問題行動」「保護者障害認識」との関係を
推定するために構造方程式モデルを用いて検討し
た．図２を検証した結果，パス係数が５％水準で有
意でなかったパスを削除すると図３の結果が得られ
た．適合度指標はχ2=156.49，df=112，CFI=0.913

（１に近いほど適合がよい16，18）），RMSEA=0.049
（0.05以下であれば適合がよい16，18））となり，適合は
よいと判断し，図３を最終モデルとして採用した．

図３から以下の点が示された．
①「職員間協力体制」は，「発見・相談機関連携度」

「療育・治療機関連携度」のどちらにも有意に（ｐ
=0.014，p=0.020）関連していた．
②「自閉症児問題行動」は，「発見・相談機関連携
度」と有意に（p<0.001）関連していた．しかし，

「療育・治療機関連携度」へのパス係数は有意では
なかった．
③「保護者障害認識」は，「発見・相談機関連携度」

「療育・治療機関連携度」のどちらとも有意な関連
はみられなかった．
④「保育所：１」「幼稚園：０」として，それぞれ
の潜在変数に対する保育所と幼稚園の影響を検討し

た．その結果，「発見・相談機関連携度」「保護者障
害認識」「自閉症児問題行動」へのパス係数が有意

（p=0.006，p=0.024，p=0.053）であった．

考　　　察

１．園における職員間の協力体制，自閉症児問題行
動，障害に対する保護者の認識，園と専門機関
との連携の状況

職員間の協力体制が充実しているとの回答が90％
前後の園から得られ，自閉症児に対して特定の職員
のみでなく全ての職員が協力して対応する体制をと
っており，その協力体制が強まるに伴い職員間の情
報共有や助言・指導体制も充実していることが示さ
れた．

自閉症などの発達障害を疑うきっかけとなる児の
行動として「こだわり」や「落ち着きのなさ」が指
摘されている19）．本研究においても，園における自
閉症児の問題行動として，児の多動性を示す「落ち
着かない」が特に注目された．関連する機関が連携
を持つためには，まず園が連携の必要性を確認する
ことが挙げられる13）．園における児の問題行動の把
握は職員に対応を迫ることから，専門機関との連携
につながりやすいと判断できる．
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図３　職員間協力体制，自閉症児問題行動，保護者意識が連携に及ぼす影響構造方程式モデル解析結果
構造方程式モデルにより解析した結果である．



児の障害を認めない保護者の意識が，相談機関や
医療機関への訪問を拒否するなど外部機関との連携
を阻害することが指摘されている20）．また，園が保
護者との考えの食い違いや保護者への対応の困難さ
に悩む事例が近年増えてきていることも指摘されて
いる21）．一方で，園における保護者との情報交換の
活発さは，児の状況をアセスメントする頻度の多さ
につながり，医療との連携を促すとの報告22）もある．
すなわち，園が専門機関と連携していくためには，
保護者の意識や保護者との関係が重要になる．

約60％の園は保護者が児の障害の存在を認識して
いると捉えていた．また，保護者と園との関係も良
好であると捉えている園が70〜80％あることが認め
られた．しかし，児の障害に対する認識が充分でな
い保護者や園との関係が充分でないと捉えられる保
護者も存在する．そのため，地域における専門機関
との連携を促進するには，保護者が児の障害を適切
に認識することを支援し，園職員と保護者との良好
な関係を築くことが重要と考えられる．

園と地域の専門機関との連携に関して，発見・相
談機関については市町村保健センターとの連携が多
く認められたが，園医や児童相談所との連携は少な
い傾向にあった．療育・治療機関では，障害児通園
施設等の療育機関との連携が多く認められた．園に
おける医療や教育など異分野との連携の必要性は意
識されていても，実際の連携は少ないとの報告があ
る23）．その原因として，連携先についての情報の不
足が指摘されている．そのため，情報が得られやす
い身近な市町村保健センターや自閉症児が通ってい
る療育機関との連携が比較的多くなっている12）と推
測できる．

また，専門機関との連携を持っている園では連携
による効果を認めている園が多かった．実際に連携
を行うことで，自閉症児への対応の自信につながる
など，連携の効果が実感でき，互いの専門性の理解
につながっていることが指摘できる．

２．職員間協力体制，自閉症児問題行動，保護者障
害認識と専門機関との連携の関係

地域における専門機関との連携の強さに影響する
要因として把握された「職員間の協力体制」「自閉
症児の問題行動」「障害に対する保護者認識」がど
のように連携に影響しているのか，構造方程式モデ

ルを用いて検証した結果，連携に影響する要因とし
て「職員間協力体制」「自閉症児問題行動」の２つ
が確認された．

「職員間協力体制」は，発見・相談機関，療育・
治療機関の両方との連携を促進していることが構造
方程式モデルで示された．問題を抱えた自閉症児な
どへの取り組みや個々の自閉症児のニーズに応じた
教育など，より良い教育を行うには，専門機関ある
いは様々な専門家との連携は不可欠である24）．その
連携を進めるには，園と，関係する専門機関の構成
員が連携の必要性を認識することが重要である．そ
の上で，園や専門機関の間の連絡や調整，意見交換
を積み重ねることの必要性が指摘されている25）．

自閉症児に対する適切な保育・教育を行うには，
職員間の協力体制を整えることが重要である．園内
での連絡調整や意見交換などは，職員間の協力体制
を築くための必要な要素であり，地域の専門機関と
の連携を進める上でも重要な要素でもある．園内で
の情報共有，助言・指導などの協力体制の充実に向
けた取り組みは，園内だけでなく地域の専門機関と
の連携を促進する要因になることが示唆された．

自閉症児の問題行動など，専門機関との連携の必
要性が迫られる課題が明確な場合は連携につながり
やすいことを前述した．実際に，児に問題行動があ
る場合には，発見・相談機関との連携が行われやす
いことが構造方程式モデルによって示された．すな
わち，児に問題行動がある場合，園のみで対応する
のではなく，発見・相談に関する専門機関との連携
が図られていることが示唆された．

連携が多くとられていた発見・相談機関は市町村
保健センターであった．自閉症児の発見機関として，
乳幼児健診の実施機関である市町村保健センターの
役割は大きい．しかし，障害の診断に至らず，保育
所・幼稚園に入園した後，児の「気になる行動」か
ら障害が発見されることもある26）．このことから，
園においては，児童相談所，園医との連携を視野に
入れて対応することが必要と考えられる．これは，
園が自閉症などの発達障害の早期発見機関としての
役割を果たすことにもつながる．

療育・治療機関のなかで，特に療育機関との連携
は実際には多く行われており，療育機関に併行通園
している自閉症児がいることは，連携を促進する要
因となることが指摘されている12）．しかし，今回の
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分析では，自閉症児の問題行動と療育・治療機関と
の連携の有意な関係は示されなかった．これは，療
育機関に通園している自閉症児の場合，症状が安定
し問題行動がそれほど多くはみられないことが影響
していると考えられる．児の問題行動ではなく，児
の症状の安定に関する調査項目を観測変数とするモ
デルで検討すれば，療育・治療機関との連携の関係
が示されたかもしれない．

前述のように保護者が児の障害を認識することや
園との関係が良好であることが地域における専門機
関との連携を促進すると報告されている20，22）．しか
し，今回の構造方程式モデルによる解析では，児の
障害に対する保護者の認識は専門機関との連携に影
響する要因として確認されなかった．その理由は不
明である．

しかし，「保育所」「幼稚園」の要因は，「保護者
障害認識」との関係が有意であり，保育所では保護
者が児の障害を認識しない保護者の割合が幼稚園よ
りも高いことが示された．このことは，１〜２歳児
も預かる保育所では，障害の診断が困難であること
が多いことが反映していると考えられ，幼稚園児と
の年齢的な差が，児の障害に対する保護者の認識に
現れていると推測できる．

すなわち，「保育所」と「幼稚園」を合わせた場
合には児の障害に対する保護者の認識は連携に影響
する要因として確認できなかったが，「保育所」と

「幼稚園」を区別した場合，保育所においては，自
閉症児の問題行動など障害が疑われる場合に，保護
者がそのことを認識していない状況があると，発
見・相談機関への訪問を抑制し，連携を阻害する影
響を与えているのかもしれない．

保育所・幼稚園には，地域における専門機関と連
携し，自閉症などの障害児の早期発見，早期療育に
寄与することが期待される．そのためには，専門機
関との連携を効果的に促進していくことが必要であ
る．今回の解析から，保育所・幼稚園において専門
機関との連携を強化するためには，まず園内におい
て職員間の協力体制を充実することが重要であるこ
とが示された．

３．本研究の限界
園と地域における専門機関との連携に関連する要

因として，今回検討した要因以外にも，より詳細な

要因が影響している可能性が挙げられる．すなわち，
園の設立・運営理念，職員の知識や経験の程度，専
門機関への距離などのアクセス条件，園の活動への
保護者の日常的参加状況などの要因に関する検討も
今後さらに望まれる．

また，今回解析に用いたデータは保育所・幼稚園
側から得られた連携に関連する情報であり，地域の
専門機関の側からみた連携の状況や，連携への影響
要因については検討していない．自閉症などの発達
障害児を総合的に支援するためには，地域における
社会的な支援体制に関わる組織と専門機関の双方か
らみた連携に関わる要因を検討することも今後必要
である．

結　　　語

保育所・幼稚園では自閉症などの障害児や，障害
が疑われる園児を抱えている．そのような児に適切
に対応するためには地域における専門機関との連携
が必要である．専門機関との連携に影響する要因と
して，今回の解析では以下の２要因が示された．

第１の要因は園における職員間の協力体制であっ
た．園内の協力体制が充実していることが，専門機
関との連携を促進する要因になることが示された．
第２の要因として，園における自閉症児の問題行動
が，自閉症児の発見・相談機関との連携を促進する
要因として示された．

園と地域における専門機関との連携は充分でない
状況がある．専門機関との連携を進めるためには，
園の職員間の協力体制を充実させるとともに，園が
各専門機関の役割・機能についての知識を深め，交
流を持つ機会を増やすことが重要と考えられた．

本研究にご指導いただいた山口大学大学院医学系
研究科環境保健医学分野（衛生学教室）教授の原田
規章先生，同元講師の戸ヶ里泰典先生に深謝いたし
ます．
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Objectives ： Purpose of this study was to clarify
the actual situation of cooperation between
nursery school and kindergarten, and specialized
support systems in the community for children
with autism, and to analyze the factors
influencing it using structural equation modeling.

Methods ： Relations between two latent
variables indicating strength of cooperation
between nursery school and kindergarten, and
specialized support systems in the community,
such as “institutes detecting/consulting autistic
children” and “institutes educating/treating
autistic children”, and three latent variables
influencing the situation of cooperation in the
nursery school and kindergarten, such as
"cooperation system among staffs", "behavior
problems of children with autism" and
"recognition of autism by child’ s guardian" were
analyzed using a structural equation model.
Results ： The "cooperation system among staffs"
was related to both “institutes detecting/consulting
autistic children” and “institutes educating/treating
autistic children” significantly（p=0.014, p=0.020）.
It was shown that cooperation among staffs in
nursery school and kindergarten promotes
cooperation with the institutes.
Conclusions ： It is necessary to improve staff
cooperation system in nursery schools and
kindergartens for enhancing cooperation between
them and specialized support systems in the
community for children with autism.
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